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控訴理由書 
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東京高等裁判所 第５部民事部  御中 

 

控訴人訴訟代理人弁護士 柳 原  敏 夫   

 

頭書事件の控訴理由は以下の通りである。 

不当利得法は民法最後のフロンティアであり、確信を抱くに足る結論に到達する

ため、本書面がしばし鳥瞰的な検討に及んだことを容赦頂きたい。 

なお、表記について、本書面では便宜上、控訴人を原告、被控訴人を被告とした。 
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第１部、不当利得 

第１、一審の経過について 

１、本件の事案 

 本件の事案は、次頁に図示した通り、原被告間のダーツマシン（以下、本件目的

物という）の賃貸借に関する基本契約及び個別契約（総称して、以下、本件賃貸借

契約という）の解除後、原告からの本件目的物返還の請求を拒んだ被告が、権限が

ないにもかかわらず、本件目的物を第三者（店舗）に賃貸して賃料（一審判決の「転

貸料」のことであるが、ここでは本件賃料という）を取得したので、本件賃料を不

当利得としてその返還を求めたものである。 
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           契約解除 

        原告 ――――― 被告 

              賃貸   賃料            

        ダーツマシン       

                第三者 

 本件の不当利得の特徴は、第１に、返還の対象が目的物自体ではなく、目的物の

使用により得られた利益（賃料という法定果実）であること、第２に、返還の対象

となる果実とは、契約解除までの間に生じた果実ではなく、契約解除後に生じた果

実であることである。 

２、原告主張 

 本件事案に対する原告主張は次の通りである。 

①．不当利得の要件論：本件賃料は無権限で本件目的物を使用して得た利益である

から不当利得が成立する（ただし、本件は目的物の継続的な使用が問題となってお

り、その結果、厳密には、被告が第三者から本件賃料を受領した都度、不当利得が

成立する。この点は、のちに２、(2)アで、不当利得の要件の判断時期を検討する上

で留意しておく必要がある）。 

②．不当利得の効果論：本件賃料からこれを取得するのに要した経費を控除すべき

ではなく、その結果、本件賃料のうち被告が原告に振り込んだ金額を控除した残り

全額を不当利得として返還すべきである。 

３、一審の審理 

一審では、要件論をクリアし、２０１５年６月の弁論準備手続から本年３月まで

効果論について検討を継続してきたが（原告準備書面（５）～（１２）参照）、一審

判決の直前に裁判長が交替した。 

４、一審判決 

 本件事案は不当利得の要件を満たさないとして、不当利得の成立自体を否定した。 
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第２、一審判決の最大の問題点――要件論と効果論の取りちがえ―― 

 権限がないにもかかわらず、目的物を第三者に賃貸して賃料を取得した場合、当

該賃料について不当利得が成立すること自体は判例・通説で異論がない1。本件事案

はまさにこの類型に該当し、不当利得が成立する。本裁判の中心論点はその先の効

果論にある。すなわち、本件事案で不当利得が成立した時、その返還の範囲はどこ

までかであり、具体的には賃料取得に要した費用（必要経費）を控除できるかにあ

る。 

 ところが、一審判決は効果論のこの中心論点を不当利得の成立要件のレベルに置

き換えてしまい、そもそも不当利得の成立要件を満たさないと判断したものであっ

て、この判断の仕方自体が一審判決の最大の誤りであり、取り消しを免れない。 

以下、この点を敷衍して述べる。 

 

第３、本件の不当利得の成立要件について 

１、類型論からの考察 

 今日の通説である類型論2によれば、代表的２類型として給付利得と侵害利得があ

る。前者は「外形上有効な契約その他の法律上の根拠に基づき財産的利益が移転し

たが、当該契約が不成立、無効或いは取消等の瑕疵があった場合、財産的利益を取

り戻す類型」であるのに対し、後者は「目的物や権利を使用する権限のない者が当

該目的物や権利を使用して利益を得た場合に、その利益の返還を求める類型」であ

る。 

 では、本件事案はどちらの類型に該当するか。言うまでもなく侵害利得である。

                                                 
1判例は、賃料について大判大正１４年１月２０日民集４・１頁（その簡潔な解説である甲２４
の４我妻栄「債権各論下巻一（民法講義Ｖ4）」〔１５１５〕参照。以下、本書引用は我妻と略称）。
小作料について大判大正１３年３月３日〔その解説である甲３３参照〕。学説は、賃料について
我妻〔１５１５〕「(2)利得が利得者の行為の法律行為的効果として生ずる場合」の類型の１つで
ある「(ハ)他人の物を権限なしに賃貸して賃料を取得すること」。 四宮１９４頁(ⅱ)「他人の物
を権限なくして第三者に使用せしめた者の返還義務について」ほか） 
2 我妻〔１４１０〕〔１４１２〕。我妻は、通説だけでなく判例もこの二大類型説に立つと説く〔１
４１４〕。甲２２内田５２２頁「類型論の台頭」 
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なぜなら、第１、１で前述した通り、本件不当利得の特徴は、返還の対象としてい

る果実が契約解除までの間に生じた果実ではなく、契約解除後に生じた果実である。

遡及効のない本件の契約解除であっても、契約解除後は契約関係は終了しており、

解除後は被告には目的物を使用する何らの権限もない。従って、契約解除後に生じ

た果実の返還を求める本件は権限のない者が目的物を使用して利益を得た侵害利得

に該当するのは当然だからである（これを明言する内田貴「民法Ⅱ債権各論」５３

１頁〔ⅩⅥ－４〕の事例解説〔甲２２の１〕。以下、本書引用は内田と略称）。 

 そして、この侵害利得の場合に不当利得が原則として成立することは明らかであ

る（上記内田。四宮和夫「現代法律学全集１０『事務管理・不当利得・不法行為』」

も「他人の物を権限なくして第三者に使用せしめた者の返還義務について」、侵害利

益の類型の中で不当利得の成立を論じている〔甲２５。１９４頁(ⅱ)〕。以下、本書

引用は四宮と略称）。 

 

２、個別の要件の検討 

まず、不当利得の成立要件の判断時期を明らかにした上で、本件の不当利得の成

立要件を検討すると、以下の通りである。 

(1)、成立要件の判断時期 

 いうまでもなく、不当利得の成立要件は、不当利得が成立する時点を基準にして

判断する。従って、「受益」の有無もまた、不当利得成立の時点で判断すべきであり、

「利益の消滅」が問題とされるその後の時点ではない（このことを「当初取得した

もの」という言葉で説明するのが四宮６０頁注(一)）。第１、２で前述した通り、本

件は目的物の継続的な使用が問題となっており、厳密には、被告が第三者から本件

賃料を受領した都度、不当利得が成立する。よって、本件における不当利得成立の

時点とは被告が第三者から本件賃料を受領した各時点である。 

(2)、受益   

ア、通説（類型論） 

 本件は侵害利得に該当するので侵害利得における「受益」を検討する。通説（類
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型論）によれば、侵害利得における「受益」とは、他人の権利を侵害し、自らが侵

害をすることにより他人の目的物や権利を使用・消費・処分することそれ自体をい

う3。 

 これによれば、本件で無権限となった被告が本件目的物を第三者に使用させたこ

と自体が「受益」に該当する。 

イ、伝統的見解（我妻説） 

 伝統的見解によれば、「受益」とは一定の事実が生じたことによって財産の総額が

増加することをいう4（我妻〔１４１８〕）。これによっても、本件の不当利得の成立

時点である被告が第三者から本件賃料を受領した時点において、被告の財産の総額

が増加したことは明らかであるから、「受益」が認められる。 

(3)、損失 

ア、通説（類型論） 

 通説（類型論）によれば、侵害利得における「損失」とは、権利者に帰属すべき

使用、収益、処分等の権利が事実上相手方によって行使されていることそれ自体を

いう5。 

 これによれば、本件は契約解除により、所有者である原告に帰属すべき目的物の

使用収益の権利が目的物の返還を拒絶した被告によって行使されていること自体が

「損失」に該当する。 

イ、判例 

 判例は、目的物の使用収益に関する不当利得の事例において、「損失」とは目的物

の使用収益を喪失したことである。そして、ここでいう「喪失」とは、現実の利用

を喪失した場合のみならず、その利用可能性を失うことも含むとされる。 

①．最判昭和３８年１２月２４日（民集第 17巻 12号 1720頁。甲４５）は「損失」

                                                 
3 好美清光「不当利得法の新しい動向について(下)」２４頁（判例タイムズ３８７号）参照。 
4 この定義自体は総体差額説の立場のように見えるが、しかし我妻は各論で、量的な差額として
表せない占有の取得や登記についても「受益」を認める（〔１４２１〕〔１４２５〕）。 
5 好美清光・同論文２４頁参照。 
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の意義について、次のように判示した。 

《およそ、不当利得された財産について、受益者の行為が加わることによつて得ら

れた収益につき、その返還義務の有無ないしその範囲については争いのあるところ

であるが、この点については、社会観念上受益者の行為の介入がなくても不当利得

された財産から損失者が当然取得したであろうと考えられる範囲においては、損失

者の損失があるものと解すべきであり、》（下線は原告代理人） 

②．大阪高判昭和４９年６月２８日（訴月 20巻 10号 31頁）は、原告が土地を買

い受けた後、所有権移転登記経由する前に、権限なく当該土地上に建物を所有し占

有している被告に不当利得の成立を主張した事案で、原告がその登記前であっても、

当該土地を使用することができたとして、「損失」を認めた（甲２６の３「不当利得

法の実務」２８３頁②）。 

③．はみ出し自動販売機住民訴訟の東京地判平成７年 7月２６日（判例時報１５４

０号１３頁。甲４６）は、「損失」の意義について、次のように判示した。 

《２ 東京都の損失について 

前記認定のとおり、右自動販売機が設置された都道敷について東京都が有している

使用借権は、使用目的が道路敷という公共目的に制限され、使用収益を目的とした

権利ではないことから、このような道路敷が不法占拠されたとしても、道路管理上

の支障が生じることはともかく、東京都に財産的な損失は生じないのではないかと

の疑問もないではないが、しかし、道路敷であっても、東京都は、道路占用許可に

よって適法な占有権原を設定しその対価として占用料を徴収することができること

とされているのであるから、その限りでは、そのような道路敷も利用可能性のある

土地というべきであって、これが不法占拠されれば、東京都としては、その占拠部

分について右の利用可能性を失うという損失を受けることになるといわなければな

らない。》 

 

 本件において、被告から目的物の返還を受けていればそれは取引の利用可能性の

ある目的物であり、本件の不当利得の成立時点である被告が第三者から本件賃料を
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受領した時点において、原告はその利用可能性を失ったことは明らかである。よっ

て、上記判例によれば、原告がその利用可能性を失ったことは「損失」に該当する。 

ウ、伝統的見解（我妻説） 

 伝統的見解によれば、「損失」とは「受益」のあたかも反対の概念だから、一定の

事実が生じたことによって財産の総額が減少することをいう（我妻〔１４４９〕）。

これによっても、本件の不当利得の成立時点である被告が第三者から本件賃料を受

領した時点において、原告の財産の総額が減少したこと自体は明らかであるから、

「損失」が認められる。これに対し、被告が第三者から本件賃料を受領した後に、

被告が本件賃貸借契約の賃料相当分を原告に振り込んだ事実が認められるが、しか

し、この事実は本件不当利得の成立時点以後の事情にすぎず、第２、２、(1)で前述

した通り、不当利得の成立時点以後の事情は本件の不当利得の成立を左右すもので

はない。 

エ、一審判決 

(ｱ)、一審判決は次の３つの理由で本件の「損失」を否定するが、以下に反論する通

り、いずれも失当である。 

①．本件賃料二分論 

《本件事業は、原告が被告に本件ダーツマシンを賃貸し、被告がこれにメンテナン

ス・サービスという付加価値を付してエンド・ユーザーである転貸先店舗に提保す

ることを内容とする事業であって、原告が被告から受領していた賃料はダーツマシ

ンそのものの使用の対価であると考えられるのに対し被告が転貸元店舗から受領し

ていた転質料は、これに上記付加価値であるメンテナンス・サービスに対する対価

を付加したものであったと解するのが相当である。したがって、被告が受領した転

賃料のうち、メンテナンス・サービスに対する対価に相当する部分は、ダーツマシ

ンの使用収益そのものの対価ではなく、被告によるメンテナンス・サービスという

役務提供の対価というべきものであるから、この部分については、本件ダーツマシ

ンを使用できなかつたことによる原告の損失は観念できない》（１３頁ア。イ及びウ

の末尾で「また、この点をひとまず措くとしても」と断った上、再度くり返してい
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る） 

②．給付利得論 

《本件においては、本件解除及び本件解約の効力が争われ、別件訴訟においてその

点についての審理が進められていた上、先行する仮処分事件において、別件訴訟の

終局までは原告において被告と転貸先店舗との法律関係に介入しないことを前提と

する合意が成立していたのであって、このような客観的状況からすると、被告は、

本件基本契約及び個別契約の期間満了後も、これらの契約が継続していることを前

提に本件ダーツマシンの転貸を継続していたというべきであって、被告による本件

ダーツマシンの使用収益は、被告がその権限のないことを確定的に認識しながら行

っていたものということはできない。そうすると、本件は、権原に基づいて他人の

物を使用収益したところ、事後的に当該権原の発生板拠たる契約が無効であること

が判明した場合(いわゆる給付利得と呼ばれる類型)に近いという見方もできるので

あって、必ずしも、いわゆる侵害利得の類型の不当利得であると一義的に断定でき

るものではないと考えられる。》（１３～１４頁イ） 

③．抽象的損失論 

《証拠上、原告が個別契約における転貸人の地位を承継したことが認められるのは

１件（株式会社Bulls Starの事例)にとどまる上、証拠（甲１５、２８)及び弁論の

全趣旨によれば、本件事業に関し被告との契約関係を解消した転貸先店舗は、すべ

て原告の他の代理店と契約を締結したことが認められ、個別契約が終了した場合に

必ずしも原告が転貸人の地位を承継することが通常であったとはいえない。》（１

５頁ウ） 

(ｲ)、上記判決理由に対する批判 

Ａ、本件賃料二分論を説く上記①に対して 

(a)、事実論 

 一審判決は、被告と第三者間のダーツマシン賃貸借契約により被告が取得する本

件賃料を二分し、ダーツマシンの使用収益に対応する対価は原被告間の賃貸借契約

により発生する賃料相当額に該当し、メンテナンス・サービスに対する対価は両者
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の差額相当額に該当すると事実認定したが、しかし、契約に基づき受領した金員を

そのように二分することは当事者間の合意があって初めて可能になるところ、被告

と第三者間でそのような合意を認定する証拠はどこにも存在せず、本件賃料を実際

上も性質上も二分することは不可能である。 

むしろ被告により提出された証拠（乙４添付資料３）である被告と第三者間のダ

ーツマシン賃貸借契約第２条及び３条によれば、第２条２項で定める本件賃料とは

別に、３条でメンテナンス費用が発生しており、「原則甲（原告代理人注：店舗）の

負担する」となっているから、被告は第三者（店舗）に対し、本件賃料とは別にメ

ンテナンス料金を請求していると解すべきである。従って、本訴で原告は請求しな

かったけれど、本来であれば、本件賃料とは別に被告が第三者（店舗）に請求し、

取得したメンテナンス料金もまた無権限でダーツマシンを使用して得た「受益」の

ひとつに当たり、不当利得が成立すると解すべきである6。 

(b)、小括 

 以上の通り、法律論を論じるまでもなく、事実論の次元において一審判決が失当

であることは明らかである。 

Ｂ、給付利得に近い点を説く上記②に対して 

(a)、事実論 

 一審判決は、《先行する仮処分事件において、別件訴訟の終局までは原告において

被告と転貸先店舗との法律関係に介入しないことを前提とする合意が成立してい

た》と認定したが、まず、甲１６の尋問調書に「債権者と債務者は、以下の点を相

互に確認する」という記載通り、上記仮処分事件で合意が成立したことはない（そ

                                                 
6 これについて、被告は《実際には、ダーツマシンの維持、保守及び修理等に要する費用（以下
「メンテナンス費用」という）は、本件ダーツマシンの転貸料から賃料を控除した金額を大幅に
上回っており》（一審判決９頁６行目以下）と主張する。百歩譲って仮にこの主張が真実だとし
ても、法律論としてメンテナンス費用を必要経費として「受益」であるメンテナンス料金から控
除できるかという論点がある。そして、これはあくまでも「受益」であるメンテナンス料金につ
いて論じるべき問題であって、メンテナンス料金とは別の「受益」である本件賃料について論じ
るべきことではない。 
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の点を明確にした原告と裁判所のやり取り〔甲４７〕参照）。次に、上記確認の意味

は、債権者（本件被告）が仮処分申立を取り下げる条件として、債務者（本件原告）

が店舗に対する関係において、契約解除をめぐる紛争が別件訴訟により公権的、終

局的解決がつくまでは、店舗を本件紛争に巻き込まないことを表明しただけあって、

被告に対する関係で、原告が一時的にせよ、契約解除を棚上げにしたことは一度も

ない。つまり、被告に対し《本件基本契約及び個別契約の期間満了後も、これらの

契約が継続していることを前提に本件ダーツマシンの転貸を継続していた》と容認

したことは一度もない。上記尋問調書の尋問期日（２０１１年１０月２８日）のあ

とも、原告は、被告が自己都合で一部のダーツマシンの返却申し入れをしてきた都

度、或いは本件賃貸借契約の賃料相当分を振り込んできた都度、被告に対し、契約

解除により本件賃貸借契約は全て終了し、よって、賃貸中のダーツマシンの無条件

一括返却の即刻実行を求める書面で送り続けた（甲４８）。その結果、被告は、原告

から、権限がないことをくり返し頭に叩き込まれながら、店舗から本件賃料を受領

し続けていたのである。 

 従って、本件が《権原に基づいて他人の物を使用収益したところ、事後的に当該

権原の発生根拠たる契約が無効であることが判明した場合》（１４頁下から４行目

以下）とはおよそ似ても似つかないものであることが明らかである。 

(b)、小括 

 以上の通り、法律論を論じるまでもなく、事実論の次元において一審判決が失当

であることは明らかである。 

Ｃ、抽象的損失を批判する上記③について 

 しかし、前記イで述べた通り、判例において、「損失」とは目的物の使用収益を

喪失したことである。ここでいう「喪失」とは、現実の利用を喪失した場合のみな

らず、その利用可能性を失うことも含むとされる。そして、「その利用可能性」とは、

以下の判決が示す通り、具体的な実現可能性を問わず、一般的、抽象的な可能性で

足りることが明らかである。 

①．最判昭和３８年１２月２４日（民集第17巻12号1720頁。甲４５） 
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《およそ、不当利得された財産について、受益者の行為が加わることによつて得ら

れた収益につき、その返還義務の有無ないしその範囲については争いのあるところ

であるが、この点については、社会観念上受益者の行為の介入がなくても不当利得

された財産から損失者が当然取得したであろうと考えられる範囲においては、損失

者の損失があるものと解すべきであり、したがつて、それが現存するかぎり同条に

いう「利益ノ存スル限度」に含まれるものであつて、その返還を要するものと解す

るのが相当である。本件の事実関係からすれば、少なくとも上告人が主張する前記

運用利益は、受益者たる被上告人の行為の介入がなくても破産会社において社会通

念に照し当然取得したであろうと推認するに難くないから、被上告人はかりに善意

の不当利得者であつてもこれが返還義務を免れないものといわなければならない。》

（下線は原告代理人） 

②．はみ出し自動販売機住民訴訟東京地判平成７年7月２６日。甲４６） 

《２ 東京都の損失について 

前記認定のとおり、右自動販売機が設置された都道敷について東京都が有している

使用借権は、使用目的が道路敷という公共目的に制限され、使用収益を目的とした

権利ではないことから、このような道路敷が不法占拠されたとしても、道路管理上

の支障が生じることはともかく、東京都に財産的な損失は生じないのではないかと

の疑問もないではないが、しかし、道路敷であっても、東京都は、道路占用許可に

よって適法な占有権原を設定しその対価として占用料を徴収することができること

とされているのであるから、その限りでは、そのような道路敷も利用可能性のある

土地というべきであって、これが不法占拠されれば、東京都としては、その占拠部

分について右の利用可能性を失うという損失を受けることになるといわなければな

らない。 

 したがって、東京都に損失は生じない旨の被告日本たばこ及び被告サントリーフ

ーズの主張は、採用することができない。》（下線は原告代理人） 

  以上から、抽象的損失論においても一審判決が失当であることは明らかである。 
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(4)、因果関係  

 原告準備書面(１)第１、１、(4)５頁で述べた通りである。 

(5)、法律上の原因がないこと 

 原告準備書面(１)第１、１、(5)５～６頁で述べた通りである。 

(6)、小括 

 以上から、本件では不当利得の成立要件を満たすことが明らかとなった。 

 

第４、本件の不当利得の効果について 

１、はじめに――概念の整理のための不法行為との対比―― 

 不当利得が分かりにくい原因の１つは、不当利得の効果において、「返還すべき範

囲」という用語の中に次元の異なる複数の概念が未整理のまま詰め込まれているこ

とにある。そこで、損害賠償論の概念の整理において画期的な成果をあげた平井宜

雄の見解を参考にしながら、不法行為と対比する中で不当利得の効果について概念

を整理すると、以下の表１のようになる。 

表１ 

項目 不法行為 不当利得 
社会的作用 
（存在理由） 

損害が発生したことを前提に、
損害の公平な分担を図る制度。 

受益（利得）が発生したことを
前提に、不当な利得は利得者の
元に残さないことにより公平を
回復実現する制度。 

キーワード 損害 受益（利得） 
発生する債権 損害賠償の請求権 利得返還の請求権 
請求権の本質 金銭賠償の原則 原物返還の原則 
キーワードが登場する３つの場面 
①要件論 損害の発生7 受益の発生 
②効果論（１） 保護範囲としての損害8 保護範囲としての受益（利得）9 

                                                 
7 平井宜雄「債権各論Ⅱ不法行為」（弘文堂。平成８年５月３０日初版４刷）７４頁以下。以下、
本書引用は平井と略称。 
8 平井１０９頁以下。 
9 不当利得の効果論で、返還すべき対象について、我妻は主に「利得」「不当利得」と言うが、
四宮は「受けたる利益（＝受益）」「利益」と言い、統一されていない。さしあたりここでは「利
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③効果論（２） 損害額の算定（損害の金銭的評
価）10 

利得額の算定（利得の金銭的評
価） 

 すなわち、従来、「返還すべき範囲」と言われていた概念の中は、(1)、返還請求

権の対象となる「利得」のレベルの概念（上記表の②効果論（１）で、さしあたり

「保護範囲として利得」という）と、(2)、原物返還が原始的或いは後発的に不可能

なため、価格返還する場合の「利得の金銭的評価」のレベルの概念があり、両者を

区別する必要がある。不法行為でも損害賠償請求権の対象となる「損害」とその金

銭的評価を分化する必要性がつとに説かれており11、不当利得においても同様に、

上記の２つの概念の分化が思考経済上必要かつ有効である。 

 そこで、返還請求権の対象となる「保護範囲としての利得」は、さしあたり次の

分類が可能であり、原物返還が可能な場合にはこれが返還の対象となる。 

①．財産（目的物）本体 

②．財産（目的物）の果実 

③．財産（目的物）そのものの使用 

④．労務 

⑤．金銭 

  

次に、原物返還が不可能なため価格返還する場合、「利得の金銭的評価」が必要と

なる。そこで、この金銭的評価を上記分類に基づきまとめると以下の表２のように

なる（⑤．金銭は略）。ここで留意すべき点は、売却処分や法定果実のように取引価

格が明示されるケースとそれが示されないケースの２通りあることである。金銭的

評価が困難なのは後者だが、第三者から賃料を取得する本件は前者に該当し、取引

価格で評価すれば足りる。 

表２ 

 財産本体 財産の果実（天然 財産そのものの 労務 

                                                                                                                                          
得」という。 
10 平井１２９頁以下。 
11 平井１００頁(2)。 
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果実・法定果実） 使用（使用利益） 
利得の
金銭的
評価 

①売却処分した場
合 
 「 当該処分価格」 
売却につき最判平
成１９年３月８日
民集６１巻２号４
７９頁（甲５０）。 
②消費した場合 
 取得時の客観的
価格（我妻〔１６１
１〕） 
③滅失した場合 
利得者の責に帰
すべき事由に基づ
く場合、②と同様
（我妻〔１６２
６〕）。 

①天然果実 
財産本体と同様。 
②法定果実 
「当該果実の相当
額」 
賃料につき大判大
正１４年１月２０
日民集４巻１頁
（甲２４の４。我
妻〔１５１５〕）。 
大判昭和１３年８
月１７日（甲３３
の３〔８９〕）。 
小作料につき大判
大正１５年３月３
日（甲３３の２〔１
０２〕）12。 

「当該使用利益の
客観的な対価」
（我妻〔１６３
４〕） 
「敷地の賃料相当
額」 
敷地の占有につき
最判昭和３９年１
２月４日集民７６
号３８７頁（甲４
９）。 
最判昭和３５年９
月２０日民集１４
巻２２２７頁（甲
２５の１．四宮１
９３頁注（一））。 

「当該労
務の客観
的な価格」
（我妻〔１
６３０〕） 

 

２、本件の不当利得の効果についての論点 

 次の２つが問題となるが、念のため、受益者の善意･悪意の問題から検討する。 

①．返還すべき範囲(２)――利得の金銭的評価について―― 

本件で、返還請求権の対象となる「利得」とは被告が第三者（店舗）から取得

した賃料つまり法定果実である。問題はこの金銭的評価である。具体的に、それ

は被告が第三者（店舗）から取得した賃料相当額か、それとも原告と被告のごと

き代理店間の《本件ダーツマシンの賃貸により通常得られるべき賃料相当額》（一

                                                 
12 甲３３の判例解説は本判決を《他人の所有物を無権限で「第三者に貸与」する事例》として紹
介する。これに対し、被告は、本判決を《「通常の使用料相当額」である小作料を不当利得とし
て認定したものにすぎず、本件事案に当てはめれば、本件ダーツマシンの使用に関する対価（上
記①）をもって不当利得であると認定しただけの判決である》（被告第２準備書面１２頁(ｳ)）と
主張するが、二重に的外れである。第１に、本判決は受益者が第三者より受領した小作料を不当
利得として返還すべき範囲と判断しているのであって、「通常の使用料相当額」とはどこにも書
いてない。第２に、仮に「通常の使用料相当額」を問題にするとしても、それは受益者と第三者
間の貸与に対する使用料のことであって、本件事案に当てはめれば被告と第三者間の賃料のこと
であり、原被告間の賃料（上記①）ではない。 
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審判決１５頁(4)）か、である。 

②．経費の控除について 

①で前者としたとき、上記賃料から賃料取得に要した経費を控除できるか。 

 

３、受益者の善意･悪意 

 ７０４条にいう悪意の受益者とは、法律上の原因のないことを知りながら利得し

た者をいい（最判昭和３７年６月１９日）、受益者が法律上の原因のないことを基礎

づける事実関係を認識していたかどうかで判断する。本件において、被告は原告よ

り本件賃貸借契約の解除の通知書（甲３）を受け取り、本件ダーツマシン返還訴訟

（先行した別件訴訟）の被告となり、本件の契約解除の理由とされる事実関係を熟

知しているから、受益者である被告の悪意は明らかである。それゆえ、７０３条の

「現存利益」の問題も生ぜず、もっぱら７０４条を適用すれば足りる。これを前提

に以下の論点を論じる。 

 

４、返還すべき範囲(２)――利得の金銭的評価について―― 

(1)、なぜこれが問題となるか 

 第１で述べた通り、本件の不当利得は、使用権限のない被告が本件目的物を第三

者に賃貸して本件賃料を取得したことを問題にしているだから、原告が求める返還

請求権の対象である「利得」とは本件目的物を第三者に使用させて得られた利益＝

法定果実であり、従って、その返還の対象が本件賃料であることは明らかである。

しかし、一審判決は本件賃貸借契約解除後において不当利得が成立することは認め

たものの、その返還の範囲（厳密には、利得の金銭的評価）は本件賃料全額ではな

く、原告と被告のごとき代理店間の《本件ダーツマシンの賃貸により通常得られる

べき賃料相当額》に限定した（１５頁(4)）。その根拠につき、一審判決は本件賃料

のうち《本件ダーツマシンの賃貸により通常得られるべき賃料相当額》を超えた部

分について、不当利得の成立要件を満たさないことを理由としたが、この判断が不

当利得の効果論を要件論と取り違えた誤った判断であることは第２で前述した通り
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である。 

むしろここで原告が取り上げたいことは次のことである――返還の対象としての

「目的物を使用して得られた利益」について、一方で果実が発生する場合としない

場合、他方で使用の主体が自ら使用の場合と第三者に使用させる場合を組み合わせ

ると４つの類型があり、それぞれによって、その金銭的評価の仕方が異なることで

ある。そのため、この類型を混同してはならない。この点に関して結論だけ言うと、

一審判決は「利得」が目的物を自ら使用して得られた使用利益の場合の金銭的評価

を本件事案に当てはめてしまった。しかし、本件事案はそれとは類型を異にする、

目的物を第三者に使用させて得られた法廷果実の類型なのである。以下、詳述する。 

 

(2)、「目的物を使用して得られた利益」の「利得」の類型とそれらの金銭的評価 

 今、「目的物を使用して得られた利益」について、縦軸に使用の主体（自らかそれ

とも第三者か）を、横軸に果実の発生の有無を設け、目的物から生じる利得の状態

を表にすると以下の表３のようになる。 

表３ 

 果実の発生 
     

使用の主体 
あり 

 
なし 

 

自ら使用 Ａ    天然果実 
 

Ｃ  目的物の使用利益 

第三者に使用 Ｂ    法定果実 Ｄ  無償（使用貸借による） 
 

 

 次に、不当利得の返還の対象が「目的物を使用して得られた利益」の場合、利得

の原物返還が不可能な場合の利得の金銭的評価について、利得の状態を分類した上

記表３に基づき作成すると以下の表４のようになる。 

表４ 

 果実の発生 
 

使用の主体 
あり 

 
なし 
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自ら使用 

Ａ 
①売却処分した場合 

当該処分価格 
②消費した場合 
取得時の客観的価格 

③滅失した場合 
利得者の責に帰すべき事由に基
づく場合、②と同様 

Ｃ 
当該使用利益の客観的な対価 

第三者に使用 

Ｂ 
当該果実の金額 

 
賃料につき大判大正１４年１月２
０日民集４巻１頁（甲２４の４。
我妻〔１５１５〕）。 
大判昭和１３年８月１７日（甲３
３の３〔８９〕） 
小作料につき大判大正１５年３月
３日（甲３３の２〔１０２〕） 

Ｄ 
 

ＡまたはＣ 
（ただし、返還請求の相手方は
当該第三者） 
（我妻〔１５１５〕） 

 

(3)、一審判決の誤り 

 一審判決は本件の契約解除後において不当利得が成立することは認めたものの、

その返還の範囲（厳密には、利得の金銭的評価）は本件賃料ではなく、原告と被告

のごとき代理店間の《本件ダーツマシンの賃貸により通常得られるべき賃料相当額》

に限定した（１５頁(4)）。その実質的な理由を推認するに、本件事案を「目的物を

使用して得られた利益」の類型のうち「自ら使用する使用利益」の類型（上記表３

のＣ）に該当するか、或いはＣと同様に考えてよいとしたからである。なぜなら、

Ｃは、その利得の金銭的評価は目的物についての「当該使用利益の客観的な対価」

（表４のＣ）であり、原告と被告等の代理店間の《本件ダーツマシンの賃貸により

通常得られるべき賃料相当額》となるからである。 

しかし、本件事案は被告が自ら使用したわけではなく、被告が第三者に賃貸し、

第三者から賃料を取得した場合である。灰色で表示された上記表２のＢ「第三者に

使用させ、法定果実が生じる場合」に該当する。上記表３で示された通り、「利得」
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の金銭的評価の仕方は第三者から賃料を取得したＢ（灰色で表示）と第三者ではな

く自ら使用したＣとでは明らかに異なる。本件はＢの金銭的評価である「当該果実

の金額」が正しい13。すなわちそれは、被告が第三者から取得した賃料相当額であ

る。 

(4)、小括 

以上の通り、本件で、返還請求権の対象となる「利得」とは被告が第三者から取

得した賃料つまり法定果実であり、その金銭的評価は被告が第三者から取得した賃

料相当額である。 

 

５、賃料取得に要した費用（必要経費）の控除の可否について 

(1)、問題の所在 

 ここでの問題は、本件賃料の取得にあたって要した経費を本件貸料から控除する

ことができるか、である。 

 本論点を検討するにあたって、次の２つの視点を導入する。 

第１に、本件事案は侵害利得の類型に該当するものであるから、本論点も侵害利得

の類型の中で検討する。 

第２に、本件賃料は利得の一類型（法定果実）であるから、本論点は次のように一

般化することができる――利得の取得にあたって要した経費を当該利得から控除す

ることができるか。さらに、一般化したこの論点を表２の利得の各類型に当てはま

ると、次のように具体化される。 

①．財産本体 

(a)、財産本体を売却処分するにあたって要した経費を利得（ここでは当該処分価

格）から控除することができるか。 

                                                 
13尤も、判例の主流は表４に記載した「当該処分価格」説だが、学説にはこれに反対し、「客観的
価格」説を主張する者もある（四宮８５頁注（三）（四）・１９５頁注（二）(a)参照）。「客観的価
格」説にも一理あるが、いずれにせよ、これはあくまでも被告と第三者間の賃料（利得）の金銭
的評価をめぐる対立であって、一審判決が問題にした、原告と被告のごとき代理店間の《本件ダ
ーツマシンの賃貸により通常得られるべき賃料相当額》（１５頁(4)）のことではない。 
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(b)、財産本体を自己の利益のために消費するにあたって要した経費を利得（ここ

では取得時の客観的価格）から控除することができるか。 

②．天然果実 

(a)、天然果実を収穫するにあたって要した経費を利得（ここでは天然果実）から

控除することができるか。 

(b)、天然果実を売却処分するにあたって要した経費を利得（ここでは当該処分価

格）から控除することができるか。 

(c)、天然果実を自己の利益のために消費するにあたって要した経費を利得（ここ

では取得時の客観的価格）から控除することができるか。 

③．使用利益 

 目的物そのものを利用するにあたって要した経費を利得（ここでは当該使用利益

の客観的な対価）から控除することができるか。 

 以下では、本論点のみならずこれらの一般化→具体化した関連論点も含めて検討

する。 

 

(2)、検討 

①．判例 

 侵害利得の類型で以上の７つの場合について、不当利得を認めた判例は以下の表

５であるが、このうちで、利得の取得にあたって要した経費を当該利得から控除し

た判例はない（尤も、控除を否定する判断を下した訳でもないから、これらの論点

について最高裁の判断はまだない）。 

 他方、「必要経費」の控除の可否を問う本論点ではなく、「目的物の対価」の控除

の可否を問う隣接論点である「受益者が受益のために第三者に支払った対価を当該

利得から控除することができるか」について、盗品パルプ売却事件の大審院昭和１

２年７月３日判決（民集１６巻１０８９頁。甲３３の３〔８７〕）は控除を認めなか

った。 

表５ 
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 財産本体 財産の果実 
（天然果実・法定果実） 

財産そのものの使用 
（使用利益） 

利得の
金銭的
評価 

①売却処分した場
合 
 「当該処分価格」 
売却につき最判平
成１９年３月８日
民集６１巻２号４
７９頁（甲５０）。 

①法定果実 
「当該果実の相当額」 
賃料につき大判昭和１
３年８月１７日（甲３
３の３〔８９〕） 
小作料につき大判大正
１５年３月３日（甲３
３の２〔１０２〕）。 

「敷地の賃料相当額」 
敷地の占有につき最判昭
和３９年１２月４日集民
７６号３８７頁（甲４
９）。 
 

 

②．通説 

ア、通説（類型論）によれば、侵害利得の本質とは《排他性のある法益を権利者に

帰属させるために、所有権返還請求権を補完して、金銭による利得返還を生ぜしめ

るものと理解されている》（谷口知平・土田哲也「基本法コンメンタール（別冊法学

セミナー）債権各論２第４章不当利得」１８頁）。従って、その機能は物権的返還請

求権を補完することにある（同旨甲２２の３内田５５０頁以下。加藤雅信「新民法

大系Ⅴ「事務管理・不当利得・不法行為（第２版）」６４頁以下」）。 

他方、物権的返還請求権とは、本来、もっぱら「物の返還」の実現を目的とする

ものだから、物に関する相手側の経費（費用）の控除を考慮しないのが物権的返還

請求権の本質からの帰結である。例えば他人の宝物を勝手に持ち出した者が所有者

から物権的返還請求されたのに対し、持ち出しに要した諸々の経費の控除（反訴）

を主張しても認められないのは当然である。 

 してみれば、物権的返還請求権を補完する「侵害利得」における不当利得の返還

においても、もっぱら「利得の返還」の実現を目的とし、利得の取得に要した受益

者の経費の控除を考慮しない（不控除説）のが「侵害利得」の本質に合致する。 

 本論点に関して、上記見解に真っ向から反対する学説の存在を原告代理人は寡聞

にして知らない。ただし、本論点と隣接する論点「受益者が受益のために第三者に

支払った対価を当該利得から控除することができるか」について、判例・学説とも

不控除説と控除説が対立しているので、以下に、控除説の説く理由を検討し、それ
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が本論点にどう影響するかを明らかにする。 

イ、控除説 

 控除説の最大の論拠は利益衡量論、すなわち当事者の利益状況を踏まえ、受益者・

損失者の双方における過責の大小を比較考量し、衡平の原則に照らして個別に決定

すべきであるという立場である（我妻〔１６１９〕。谷口知平「不当利得の研究」３

８６頁ほか）。                                                                                                                                                                                                                                                                                                   

具体的に検討すると、受益者が第三者に支払った対価は受益者が善意の場合、受

益者が有効に目的物を取得しうると信頼して被った損害（さしあたり信頼損害とい

う）である。問題は、この損害のリスクを誰が負担すべきか、にある。ここで重要

なのは、当事者の過責一般ではなく、受益者に生じた信頼損害を損失者に転嫁すべ

きだけの帰責事由が損失者に存するか否か、及び、その判断のために考慮に入れる

べき他の関係者の行態如何である（以上の利益衡量は四宮１９２頁に基づく）。 

 以上の利益衡量を本論点に当てはめると、次のように考えることができる。すな

わち、 

受益者が法定果実の取得にあたって要した経費は受益者が善意の場合、受益者が有

効に目的物を取得しうると信頼して被った損害（信頼損害）である。問題は、この

損害のリスクを誰が負担すべきか、にある。ここで重要なのは、受益者に生じた信

頼損害を損失者に転嫁すべきだけの帰責事由が損失者に存するか否か、及び、その

判断のために考慮に入れるべき他の関係者の行態如何である。 

 以上の利益衡量を踏まえて本件を検討すると、第３、３で前述した通り、本件の

被告（受益者）は本件の不当利得成立当初から悪意であり、有効に受益（法定果実）

を取得し得ないことを認識していたのであるから、そもそも信頼損害と呼べるもの

は存在しない。従って、この損害のリスクは当然に被告みずから負担すべきもので

ある。 

 

(3)、小括 

 以上から、本件賃料の取得にあたって要した経費を本件貸料から控除することが
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できないと言うべきである。 

 

(4)、予備的主張 

ア、問題の所在  

仮に百歩譲って、本件賃料の取得にあたって要した経費を本件貸料から控除でき

るとしたとき、被告が本件賃料を取得するにあたって要した経費はどのように算定

すべきか。これについて、原告の予備的主張は以下の通りである。 

イ、検討（一般論） 

 返還すべき賃料から経費を控除するのは「返還義務の縮減」の１つである。目的

物のために支出した費用や目的物の滅失・毀損なども「返還義務の縮減」の１つで

あるが、このような場合、自分の財産に関する普通人としての管理を誤ったことに

より無用な費用（冗費）を支出したり、責に帰すべき事由で目的物を滅失・毀損し

た場合には、冗費や滅失・毀損による減価は控除されるべきではない。なぜなら、

これらは自分の財産に関する普通人としての管理を誤ったことによる損失・出捐で

あって、本来、みずからが負担すべきものだからである。たまたまその目的物を取

得する原因がなかったからといって、損失者に負担を転嫁するのは公平の見地から

認めるべきではない（我妻〔１５７４〕〔１６０１〕）。ましてや、被告（受益者）が

目的物を取得する原因がなかったことを最初から知っている本件においては何おか

言わんやである。 

 従って、賃料から控除する経費に管理を誤った無用な支出、冗費は含まない。そ

の結果、この経費とは、通常の又は客観的に相当な価格による経費となる。 

ウ、検討（本件） 

(ｱ)、そこで、本件の「通常の又は客観的に相当な価格による経費」を検討すると、

２０１１年１２月から翌年１１月までの１年間に、原告の代理店である株式会社

DACOS が店舗にダーツマシンを賃貸し、賃料を取得するにあたって要した費用を計

算すると、ダーツマシン１台あたり１ヶ月に平均して１０５１円である（原告会社

の澤田篤作成の報告書（甲３６）及び株式会社DACOSの代表取締役金井賢二作成の
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陳述書（甲３７））。 

 従って、被告が第三者に本件ダーツマシンを賃貸し、賃料を取得するにあたって

要した費用も、この金額に基づいて算定すべきである。 

以上から、これに乙９別紙４の総月数４３１６．５ヶ月を乗じた１０５１円×４

３１６．５ヶ月＝４、５３６、６４２円が本件の「通常の又は客観的に相当な価格

による経費」の総額である。 

(ｲ)、これに対し、被告は、一審において、２０１１年１１月２３日から２０１４年

９月８日までの期間中の本件ダーツマシンのレンタル事業は７０００万円以上の赤

字（１ヶ月１台あたりの赤字は１６、２５３円）であると主張した（乙９齋藤陳述

書（２）３頁３まとめ）。この主張が虚偽であることは原告準備書面(１２)第３で反

論済みであるが、仮にこの主張を認められるとしても、２０１１年以前は黒字で運

営していながら、一転、大赤字となった被告主張の経費が「自分の財産に対して当

然払うべき注意を払って支出した経費」と認められないことは明らかである。従っ

て、仮に被告主張の経費が事実だとしても、これを「通常の又は客観的に相当な価

格による経費」とすることはできない。 

 

第５、結語 

 以上から、本件不当利得の成立により、平成２６年（ワ）第９８４５号事件の訴

状第６（１９～２１頁）及び平成２７年（ワ）第３３１１０号事件の訴状第６（５

～８頁）で主張した不当利得の返還が認められる。 

 

第２部、不法行為 

１、不法行為の請求原因事実の再整理 

 原告は、当審において、本件の不法行為の請求原因事実を、不法行為法の特別法

である不正競争防止法 2条 1項１５号が「不正競争」の一類型として定める以下の

「信用毀損行為」を参照しながら、再整理して主張する。 

１５ 競争関係にある他人の営業上の信用を害する虚偽の事実を告知し、又は流
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布する行為 

 

 今回、不正競争防止法の「信用毀損行為」の事例として参照にするのは「特許権

侵害の通知書を出した」後に、訴訟において特許権侵害が認められなかった場合で

ある。この場合、競争者Ａ社への直接の通知は、特許権侵害が認められなくてもＡ

社の外部的な評価、信用を害するものではないから本条項の違反とならないが、そ

の取引先に対する特許権侵害の事実の通知は、信用毀損行為に該当し、本条項の違

反となるのが判例・学説の主流である（東京地判平成１４年４月２４日ほか）。これ

を参考にすれば、被告が原告に対し、本件基本契約における返却条件は独占禁止法

に違反し無効であるので、ダーツマシンを返却する旨の通知書（甲３）を出したの

は、のちに別件訴訟において独占禁止法違反が認めない判断が確定した場合でも原

告に対する信用を害するものではないが、原告の取引先に対して「本件基本契約に

おける返却条件は独占禁止法に違反し無効であるので、ダーツマシンを返却できる」

と告知する行為は、信用毀損行為に該当し、不法行為が成立するというべきだから

である。 

 以下、これに沿って、本件の不法行為の請求原因事実を再整理する。 

 

２、再整理の概要 

以上を前提にすると、本件の不法行為の請求原因事実は次の２つの場合に整理で

きる。 

①．原告の取引先（代理店）に対し、「本件基本契約の返却条件は独占禁止法違反に

より無効であり、ダーツマシンを返却できる」旨の経済的信用を毀損する虚偽の事

実を告知したこと。 

②．被告の取引先（店舗）に対し、「本件基本契約の返却条件は独占禁止法違反によ

り無効である」旨の経済的信用を毀損する虚偽の事実を流布したこと。 

 以下、順番に詳述する。 
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３、原告の取引先（代理店）に対する「原告の経済的信用を毀損する虚偽の事実の

告知」 

(1)、前提となる事実 

２０１１年８月１日、被告は原告に対し、弁護士名の内容証明郵便でもって、賃

借中の本件ダーツマシンのうち任意の２台について、ダーツマシンの返却条件を定

めた本基本契約２条１項・３項等（以下、本件返却条件という）は独占禁止法に違

反して無効であるとして返却の申し入れを通知してきた（甲３）。本件返却条件は原

告が経営努力の中で作り上げた創意工夫の結晶であるダーツマシンビジネスのモデ

ル（その詳細は原告準備書面(2)３～４頁参照。以下、本ビジネスモデルという）の

支える基本条件であって、本件返却条件が否定されることは本ビジネスモデルを根

底から否定されたことを意味した。従って、「本基本契約２条１項・３項等は独占禁

止法に違反して無効である」という前記通知書の記載は原告の経済的信用を著しく

毀損するものであった。 

そして、その後、本件返却条件は独占禁止法に違反しないという裁判所の判断が

確定したことにより（甲２８高裁判決１３頁）、前記通知書の「本基本契約２条１項・

３項等は独占禁止法に違反して無効である」という記載は虚偽であることが確定し

た。 

(2)、虚偽の事実の「告知」 

 前記不正競争防止法の「信用毀損行為」が定める虚偽の事実の「告知」とは、信

用を害する虚偽の事実を特定の人に対して個別に伝達する行為をいう。 

(3)、原告の取引先（代理店）に対する虚偽の事実の告知 

 本件で、２０１１年７月、被告代表者は原告の代理店シンソー社に対し「原告か

ら借りているダーツマシンは返却できる。弁護士がそう言っているから」という事

実を伝え、「原告とビジネスをしても我々に明るい未来は訪れない」と吹聴した。こ

の事実は、「本件返却条件は独占禁止法に違反し、無効である」という弁護士名の前

記通知書（甲３）を前提にしたものであり、その存在はシンソー社取締役近藤博之

の陳述書（甲７．４頁１３～１４行目）及び証人調書（甲５１。８頁２～１３行目。
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２２頁下から２～１行目）より認められる。そして、上記事実は原告にとって特別

な思い入れがある本ビジネスモデルの経済的信用を著しく毀損するものであるから、

以上の行為は「営業上の信用を害する虚偽の事実を告知」することであり、信用毀

損に該当する。 

従って、その信用毀損により、原告に非財産的損害（＝無形損害）の発生が認め

られるのは当然である。 

 

４、被告の取引先（店舗）に対する「原告の経済的信用を毀損する虚偽の事実の流

布」 

(1)、虚偽の事実の「流布」 

前記不正競争防止法の「信用毀損行為」が定める虚偽の事実の「流布」とは、信

用を害する虚偽の事実を不特定の人または多数の人に対して知られるような態様に

おいて広める行為をいう。 

(3)、被告の取引先（店舗）に対する虚偽の事実の流布 

前述した通り、被告は、２０１１年８月１日、弁護士名で、本件返却条件が独占

禁止法に違反し、無効であると主張して任意の２台のマシンの返却の申入れを行な

った（甲３）。その２週間後、被告は弁護士名で、取引先の各店舗宛に「ご連絡」と

いう書面（乙１）を送り、その中で「上記賃貸借基本契約における取引条件（原告

代理人注：本件返却条件）について、弊社が無効と主張している」と記載した。上

記書面の前後の文脈から、「取引条件について、弊社が無効と主張している」とは、

本件返却条件が独占禁止法、民法等の諸法令に照らして無効であると主張している」

という意味である。前述した通り、前記取引条件は独占禁止法に違反しないという

裁判所の判断が確定したのだから、この書面の「基本契約における取引条件につい

て、弊社が無効と主張している」という記載は被告が虚偽の主張をしていることを

意味する。そして、この記載は原告にとって特別な思い入れがある本ビジネスモデ

ルの経済的信用を著しく毀損するものであるから、以上の行為は「営業上の信用を

害する虚偽の事実を流布」することであり、信用毀損に該当する。 
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従って、その信用毀損により、原告に非財産的損害（＝無形損害）の発生が認め

られるのは当然である。 

 

５、非財産的損害（＝無形損害）の額の認定と弁護士費用 

 非財産的損害の額の認定と弁護士費用については、原告準備書面（２）９頁以

下で述べた通りである。 

 

６、小括 

 以上から、本件不法行為の成立により、訴状第６（２１～２２頁）で主張した損

害賠償が認められる。 

 

７、結語 

 以上の通り、一審判決の誤りは明らかであり、取消しを免れない。 

以 上 

 

 


